
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共下水道事業経営戦略改定業務 
改訂版（総務省様式） 

 
 
  



令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,200 円 2,290 円

2,200 円 2,308 円

2,220 円 2,332 円

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

32.5人/ha（R5年末）

本町は、１市５町で構成される旭川広域圏下水道の一環として、旭川市西部終末下水道処理場での処理を
行っていることから、本町の下水道処理場数は０である。

無し

処 理 区 数 東神楽町公共下水道事業の1処理区である。

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

１市５町で構成される旭川広域圏下水道の一環として、旭川市西部終末下水道処理場での処理を行っている
ことから、処理場施設の広域化は実施済みである。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和4年度 令和4年度

令和5年度 令和5年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

本町の下水道使用料は、以下の料金体系となっております。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

一部適用

東神楽町下水道事業経営戦略

昭和57年
（42年経過）

東神楽町

東神楽町公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：

家事用

家事以外

家事用

家事以外

基本使用料
（１月につき）

超過使用料（１月につき）

汚水排水量が２０立方メートルを
超え５０立方メートルまでの分は
１立方メートルにつき

汚水排水量が８立方メートルを超え２０立方
メートルまでの分は１立方メートルにつき

１１０円

１１０円
１２６円
１１０円
１６５円

汚水排水量が５０立方メートルを
超える分は１立方メートルにつき

汚水排水量が８
立方メートルま
で ８８０円
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

　下水道事業は、住民生活に直結する事業であり、指定管理者制度を
利用した民間の管理・運営にはなじまないものと考えて、本町では実
施していない。

　本町では、大規模な新規整備や改築更新事業が、小さいことから
PPP・PFIに該当するような事業は現段階では無いため、実施していな
い。

 イ　指定管理者制度

　施設維持管理業務を民間委託している。

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　別紙、経営比較分析表のとおり。

職 員 数 2人（損益勘定所属職員：管渠部門、管理部門）

下水道事業は建設水道課が所管している。
課内には管理係（公営住宅・公園・上下水道の使用や経理に関する担当部署）、整備係（建設業、道路・橋
梁・河川・土地改良事業・公園・上下水道・公共建築物の建設及び維持に関する担当部署）があり、連携を図
りながら効率的な運営を実施している。

　本町の下水道事業は、1市5町で構成される旭川広域圏下水道事業の一環とし
て、旭川市の西部終末下水処理場での処理を採用しているため、本町で下水汚
泥・発電等のエネルギー利用は見込まれない。
　また、下水熱については、下水道管路施設からの下水熱利用が考えられるが、
本町に布設された下水道管路の管径は小さいため、現在の技術では下水熱利用
は困難であり、未実施となっている。

　本町の下水道事業は、1市5町で構成される旭川広域圏下水道事業の一環とし
て、旭川市の西部終末下水処理場での処理を採用しているため、敷地を有する施
設を保有していないため、未利用土地・施設の活用等は見込まれないことから実施
していない。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

東神楽町人口ビジョン（令和６年改訂版）の「東神楽町独自仮定推計①」将来行政人口を採用し、令和5年度の処理区域内人口比率（85.4%）を各年の将来行政人口
に乗じて将来の処理区域内人口を推計した。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

7.4
7.5
7.6
7.7
7.8
7.9
8.0
8.1
8.2
8.3
8.4

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

処
理

区
域

内
人

口
（千

人
）
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（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

１．公共下水道事業の推進
　下水道ストックマネジメント計画に基づき、計画的な管路調査を行い、老朽化した管渠の改築更新・耐震化など施設の適正管理を図ります。

２．雨水対策の推進
　雨水対策として、東神楽地区市街地の雨水管の整備を進めます。

３．下水道事業の健全経営
　下水道事業のより一層のさらなる効率化や経費の削減を図るとともに、水道事業の持続に必要な料金水準・料金体系の見直しを行い、健全な経営を図ります。

有収水量の予測

将来の処理区域内人口（=水洗化率100%とする）に、有収水量原単位を乗じて推計した。なお有収水量原単位は令和5年度の値（0.305m3/人/日）とした。

使用料収入の見通し

将来有収水量に、使用料単価を乗じて推計した。なお使用料単価は令和5年度の値（116.6円/m3）とした。

施設の見通し

　老朽化対策事業については、令和元年にストックマネジメント計画を策定し、計画を踏まえ令和２年度より施設改修に取り組んでいる。今後については引き続き、管
渠については調査を中心に実施し、マンホールポンプ施設（機械・電気設備）については、設備の更新を中心に実施していく予定である。また、適宜ストックマネジメ
ント計画の見直しを行う。
　雨水対策事業については引き続き、雨水管の整備に取り組む。

組織の見通し

　下水道事業は一般会計とは異なり、企業会計により収益と資本に分けて管理しなくてはならないことから、現在１名を計上している事務系職員を削除することはでき
ない。また、下水道施設の改築更新が今後も続いていくことから、現在１名を計上している技術職員についても削除することはできないことから現在の2名体制を維持
する予定である。
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940
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　計画期間中は、以下の投資を見込むものとする。
・老朽化対策事業（下水道ストックマネジメント事業）
　幹線流量計更新工事、遠方監視装置（役場内）更新工事、非常通報装置更新工事に約40百万円を予定する。
・雨水対策事業
　雨水管渠新設布設工事（忠別川排水区）に約36百万円を予定する。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　2024（令和6）年度以降は収益的収入の減少に伴い、経常損益の減少が見込まれる。財政収支の均衡を図るため、具体的に下記の取組を
実施する。
・料金回収率の向上（料金改定）
　将来の赤字経営を改善するためには、下水道料金を見直し、下水道事業収益の増加を見込むことが必要である。
　令和7年度以降、下水道料金の見直しについて検討する。
・繰入金の縮小
　現在、総務省の繰出基準外の繰入を必要としているが、中長期的に一般会計繰入金の圧縮を目指す。

・投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費など）は令和6年度予算をベースとし、昨今の物価上昇等考慮したものとする。
・人件費に関しては令和6年度予算ベースとする。
・料金収入だけでは賄えない財源を企業債の発行により対応する。
　令和6年度以降の企業債借入額については、償還年数30年（据置期間1年）、利率2.0%の元利均等方式で計算する。

　下水道施設の老朽化対策、雨水対策

　・老朽化対策事業：ストックマネジメント計画を踏まえて、既存施設の点検調査及び更新を計画的に実施す
る。
　・雨水対策事業：雨水管の整備を行う。

目 標

　投資・財政計画の健全化

　・施設整備の効率化
　・運転管理費の効率化
　・料金回収率の向上（料金改定）
　・総務省繰出基準外の繰入金の縮小

目 標
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　目標の達成と事業の計画的・効率的な実行のためには、ＰＤＣＡサイクルに基づく適切な進捗管理（フォローアッ
プ）が必要となる。
　本町においては、毎年度進捗管理（モニタリング）を行うと伴に、投資・財政計画に変更が起きた場合は、適時事後
検証及び更新を行う。
　そして令和4年の総務省通知「「経営戦略」の改定推進について」を鑑み、策定した経営戦略に沿った取組等の状
況を踏まえつつ、PDCAサイクルを通じて質を高めていくため、3年から5年内の見直しを行うことが重要である。

職員給与費に関する事項 必要最低限の人員を配置し人件費の抑制に努める。

動力費に関する事項 より安価な電気供給会社と契約する等ランニングコストの削減に努める。

修繕費に関する事項 ストックマネジメント計画を踏まえて、計画的な事業投資を行う。

委託費に関する事項 維持管理業務の共同化について検討する。

その他の取組 設備の改築更新の際には、省エネ機器の導入を検討し、経費削減に取り組む。

薬品費に関する事項 処理場を有していないため、薬品費は発生しない。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
事業規模が小さいことから民間活力を活用することは難しい。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
改築更新にあたっては、国の補助事業の活用や交付税措置の有利な起債を発行するな
ど適正な財源確保を行う。

活用可能な資産を有していないため、将来においても資産活用による収入増加は見込まれない。

今後の人口減少により減収は避けられず厳しい経営が想定される。実施時期や改定内
容等慎重に検討を重ね、下水道使用者に対して料金改定の必要性について十分な説
明と理解を得たうえで、料金改定の実施につなげたい。

使用料の見直しに関する事項

今後はストックマネジメント計画を踏まえて適正に改築更新を実施する。

事業規模が小さいことから民間活力を活用することは難しい。

ストックマネジメント計画を踏まえて投資の平準化を図る。

広域化については、本町は１市５町の広域下水道事業を実施している。今後は必要に応
じて、維持管理業務の共同化について検討する。
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投資・財政計画
（収支計画）

　　様式第2号（法適用企業・収益的収支）

（単位：千円（税抜），％）
年　　　　　　度 R1(決算） R2(決算） R3(決算） R4(決算） R5(決算） R6(予算） R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　　分 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034
１． (A) 112,934 200,165 187,635 176,655 166,370 158,623 150,865 216,286 206,322 198,855 192,303 188,174 185,748 181,895 179,073 176,785
(1) 112,934 103,550 104,272 105,290 108,447 108,652 108,154 182,628 181,756 179,914 178,546 177,200 176,270 174,376 172,965 171,553
(2) (B)
(3) 0 96,615 83,363 71,365 57,923 49,971 42,711 33,658 24,566 18,941 13,757 10,974 9,478 7,519 6,108 5,232

２． 82,584 100,900 117,295 125,926 102,028 98,639 132,567 120,766 111,498 103,671 101,296 96,130 87,393 83,796 80,287 79,902
(1) 24,582 45,115 3,108 1,067 17,865 16,697 5,239 689 689 689 4,064 5,239 689 689 689 4,064

20,788 38,697 1,222 1,067 13,031 16,697 689 689 689 689 689 689 689 689 689 689
3,794 6,418 1,886 0 4,834 0 4,550 0 0 0 3,375 4,550 0 0 0 3,375

(2) 55,327 55,489 114,144 116,676 83,791 81,841 127,328 120,077 110,809 102,982 97,232 90,891 86,704 83,107 79,598 75,838
(3) 2,675 296 43 8,183 372 101 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 195,518 301,065 304,930 302,581 268,398 257,262 283,432 337,052 317,820 302,526 293,599 284,304 273,141 265,691 259,360 256,687
１． 233,647 231,046 225,903 240,013 248,769 268,613 244,677 242,758 244,606 246,253 260,199 274,394 260,880 260,111 249,843 250,053
(1) 14,876 16,726 16,621 16,447 12,741 12,841 12,841 12,841 12,841 12,841 12,841 12,841 12,841 12,841 12,841 12,841

7,860 7,837 7,959 8,091 7,160 7,323 7,323 7,323 7,323 7,323 7,323 7,323 7,323 7,323 7,323 7,323

7,016 8,889 8,662 8,356 5,581 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518
(2) 92,077 86,726 80,106 90,692 100,560 119,029 94,211 84,573 84,222 83,875 96,861 110,195 96,536 97,638 96,157 104,730

926 825 916 985 951 1,027 1,042 1,055 1,069 1,083 1,096 1,110 1,124 1,137 1,151 1,164
4,194 2,901 3,417 3,288 2,667 3,728 3,779 3,829 3,878 3,928 3,977 4,027 4,076 4,126 4,175 4,225

0 0 34 0 0 83 85 86 87 88 89 90 91 93 94 95
86,957 83,000 75,739 86,419 96,942 114,191 89,305 79,603 79,188 78,776 91,699 104,968 91,245 92,282 90,737 99,246

(3) 126,694 127,594 129,176 132,874 135,468 136,743 137,625 145,344 147,543 149,537 150,497 151,358 151,503 149,632 140,845 132,482
２． 16,667 15,851 12,687 11,277 11,242 6,554 5,973 6,909 6,687 6,545 6,231 5,976 5,772 5,578 5,407 5,259
(1) 16,322 13,746 11,284 9,249 7,671 6,554 5,973 6,909 6,687 6,545 6,231 5,976 5,772 5,578 5,407 5,259
(2) 345 2,105 1,403 2,028 3,571 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 250,314 246,897 238,590 251,290 260,011 275,167 250,650 249,667 251,293 252,798 266,430 280,370 266,652 265,689 255,250 255,312
(E) △ 54,796 54,168 66,340 51,291 8,387 △ 17,905 32,782 87,385 66,527 49,728 27,169 3,934 6,489 2 4,110 1,375
(F) 0 0 0 6,798 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 1,242 0 41 0 177 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) △ 1,242 0 △ 41 6,798 △ 177 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 56,038 54,168 66,299 58,089 8,210 △ 17,905 32,782 87,385 66,527 49,728 27,169 3,934 6,489 2 4,110 1,375
(I) △ 56,038 △ 1,870 64,429 122,518 130,728 112,823 145,605 232,990 299,517 349,245 376,414 380,348 386,837 386,839 390,949 392,324
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)
(M) 112,934 200,165 187,635 176,655 166,370 158,623 150,865 216,286 206,322 198,855 192,303 188,174 185,748 181,895 179,073 176,785

(N)
(O)
(P)

健全化法施行令第16条により算定した資金の不足額
健全化法施行規則第６条に規定する解消可能資金不足
健全化法施行令第17条により算定した事業の規模
健全化法第22条により算定した資金不足比 (（N）/（P）×100)

0 0

地方財政法施行令第15条第１項により算定した資金の不
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

0 0 01

地 方 財 政 法 に よ る 資 金 不 足 の 比 率 (（L）/（M）×100)

0 0 00 0 0 0 0 0累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 50

う ち 未 払 金

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

収

益

的

収

支

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
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投資・財政計画
（収支計画）

　　様式第2号（法適用企業・資本的収支）

（単位：千円（税込））
年　　　　　度 R1(決算） R2(決算） R3(決算） R4(決算） R5(決算） R6(予算） R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　分 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2031 2032
１． 28,000 33,000 72,200 31,500 15,400 36,300 97,300 29,100 26,100 12,043 11,593 12,043 11,593 11,143 11,143 11,143

10,600 12,000 7,400 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２．

３． 112,802 5,408 54,096 36,375 35,493 31,824 70,581 61,973 52,705 44,878 39,064 32,745 29,050 26,669 25,033 23,492

４．

５．

６． 9,014 4,073 27,727 9,240 4,895 25,000 35,000 0 0 1,000 500 1,000 500 0 0 0

７．

８．

９．

(A) 149,816 42,481 154,023 77,115 55,788 93,124 202,881 91,073 78,805 57,921 51,157 45,788 41,143 37,812 36,176 34,635

(B)

(C) 149,816 42,481 154,023 77,115 55,788 93,124 202,881 91,073 78,805 57,921 51,157 45,788 41,143 37,812 36,176 34,635

１． 27,933 26,536 98,506 46,391 22,191 62,908 145,226 32,979 30,159 14,808 13,808 14,808 13,808 12,808 12,808 12,808

２． 127,910 131,496 124,884 108,436 88,816 78,161 68,988 60,380 51,112 43,285 37,471 31,152 27,457 25,076 23,440 21,899

３．

４．

５．

(D) 155,843 158,032 223,390 154,827 111,007 141,069 214,214 93,359 81,271 58,093 51,279 45,960 41,265 37,884 36,248 34,707

(E) 6,027 115,551 69,367 77,712 55,219 47,945 11,333 2,286 2,466 172 122 172 122 72 72 72

１． 6,027 93,039 46,266 57,787 55,219 47,945 9,333 2,286 2,466 172 122 172 122 72 72 72

２． 0 54,168 66,299 58,089 8,210 0 32,782 87,385 66,527 49,728 27,169 3,934 6,489 2 4,110 1,375

３．

４． 0 1,000 0 0 0 0 2,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 6,027 148,207 112,565 115,876 63,429 47,945 44,115 89,671 68,993 49,900 27,291 4,106 6,611 74 4,182 1,447

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 795,332 696,837 644,154 567,218 493,803 451,943 480,255 448,976 423,966 392,725 366,849 347,741 331,879 317,947 305,652 294,896

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 R1(決算） R2(決算） R3(決算） R4(決算） R5(決算） R6(予算） R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
区　　　　　分 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2031 2032

20,788 38,697 1,222 1,067 13,031 16,697 689 689 689 689 689 689 689 689 689 689

865 1,406 1,222 1,067 689 16,697 689 689 689 689 689 689 689 689 689 689

19,923 37,291 0 0 12,342 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

112,802 5,408 54,096 36,375 35,493 31,824 70,581 61,973 52,705 44,878 39,064 32,745 29,050 26,669 25,033 23,492

3,644 5,408 5,597 4,292 1,593 31,824 1,593 1,593 1,593 1,593 1,593 1,593 1,593 1,593 1,593 1,593

109,158 0 48,499 32,083 33,900 0 68,988 60,380 51,112 43,285 37,471 31,152 27,457 25,076 23,440 21,899

133,590 44,105 55,318 37,442 48,524 48,521 71,270 62,662 53,394 45,567 39,753 33,434 29,739 27,358 25,722 24,181

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

資本的収入額が資本的支出額に不足する額　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の財源充当
額

純 計 (A)-(B)
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